
貸借対照表（単位：百万円） （単位：百万円）

資産の部 平成30年3月末 平成31年3月末

現金

預け金

買入金銭債権

有価証券

国債

地方債

社債

株式

その他の証券

貸出金

 割引手形

 手形貸付

 証書貸付

 当座貸越

外国為替

外国他店預け

買入外国為替

取立外国為替

その他資産

未決済為替貸

信金中金出資金

前払費用

未収収益

金融派生商品

その他の資産

有形固定資産

建物

土地

その他の有形固定資産

無形固定資産

ソフトウェア

その他の無形固定資産

繰延税金資産

債務保証見返

貸倒引当金

（うち個別貸倒引当金）

資産の部合計

27,787

841,495

10,336

398,645

32,845

19,079

249,443

1,994

95,281

1,298,045

52,121

22,060

1,199,764

24,099

1,043

856

24

161

14,521

723

10,269

40

1,562

112

1,812

25,874

5,711

18,455

1,706

433

267

165

6,451

7,930

△13,093

（△10,581）

2,619,470

28,175

808,939

8,660

398,346

40,277

24,967

233,988

1,550

97,562

1,318,594

54,899

23,958

1,216,721

23,014

1,300

1,114

3

181

14,220

470

10,269

31

1,692

13

1,743

26,014

5,720

18,449

1,844

446

280

165

7,375

5,973

△16,744

（△13,811）

2,601,303

負債の部 平成30年3月末 平成31年3月末
　預金積金
　　当座預金
　　普通預金
　　貯蓄預金
　　通知預金
　　定期預金
　　定期積金
　　その他の預金
　借用金
　　借入金
　外国為替
　　売渡外国為替
　　未払外国為替
　その他負債
　　未決済為替借
　　未払費用
　　給付補塡備金
　　未払法人税等
　　前受収益
　　払戻未済金
　　払戻未済持分
　　資産除去債務
　　その他の負債
　賞与引当金
　役員賞与引当金
　退職給付引当金
　役員退職慰労引当金
　ポイント損失引当金
　睡眠口座払戻引当金
　偶発損失引当金
再評価に係る繰延税金負債

　債務保証
負債の部合計

出資金
普通出資金
優先出資金
その他の出資金
資本剰余金
資本準備金
利益剰余金
利益準備金
その他利益剰余金
特別積立金
（経営安定化積立金）
（土地圧縮積立金）
当期未処分剰余金

処分未済持分
会員勘定合計
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
土地再評価差額金
評価・換算差額等合計
純資産の部合計

負債および純資産の部合計

純資産の部 平成30年3月末 平成31年3月末

2,491,245
138,448

686,846

8,587

13,880

1,533,629

66,391

43,460

12,750
12,750

20
ー

20

6,958
1,188

2,780

80

42

521

81

9

680

1,574

1,076
45

1,285
430
66
264
185
1,490
7,930

2,523,750

2,479,861
136,744

638,863

8,509

11,344

1,612,330

64,420

7,649

12,650
12,650

2
1

0

7,625
746

3,057

77

43

537

79

7

665

2,410

1,081
45

1,206
437
63
267
278
1,492
5,973

2,510,983

27,068
14,318
4,362
8,387
1,317
1,317
62,135
10,604
51,531
47,201
（5,050）
（737）
4,330
△ 1

90,520
4,008
△ 6
1,197
5,199
95,719

2,619,470

27,231
14,481
4,362
8,387
1,317
1,317
58,559
10,004
48,555
43,201
（5,050）
（737）
5,354
△ 1

87,107
2,388
ー
823
3,212
90,319

2,601,303
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損益計算書（単位：千円）

科　目 平成29年度 平成30年度
経常収益

資金運用収益

貸出金利息

預け金利息

コールローン利息

有価証券利息配当金

その他の受入利息

役務取引等収益

受入為替手数料

その他の役務収益

その他業務収益

外国為替売買益

国債等債券売却益

国債等債券償還益

その他の業務収益

その他経常収益

貸倒引当金戻入益

償却債権取立益

株式等売却益

金銭の信託運用益

その他の経常収益

経常費用

資金調達費用

預金利息

給付補塡備金繰入額

借用金利息

債券貸借取引支払利息

金利スワップ支払利息

その他の支払利息

役務取引等費用

支払為替手数料

その他の役務費用

その他業務費用

国債等債券償還損

その他の業務費用

31,944,585

23,001,552

18,455,294

1,211,188

2,933

2,992,536

339,598

3,354,189

1,796,871

1,557,318

2,250,674

93,462

1,876,148

762

280,301

3,338,168

1,952,205

1,045,655

75,751

52,586

211,969

26,430,443

2,872,332

2,803,728

40,435

5,140

689

22,331

7

1,238,514

563,971

674,542

910,777

433,782

476,995

32,685,902

24,423,783

19,183,451

1,082,609

6,780

3,826,797

324,145

3,265,155

1,790,648

1,474,507

3,532,246

107,719

3,278,174

4,640

141,712

1,464,716

－

895,458

4,033

218,937

346,287

27,786,188

3,151,629

3,065,587

50,393

6,727

1,008

27,903

8

1,248,503

562,823

685,679

1,284,750

767,849

516,901

科　目 平成29年度 平成30年度
経費

人件費

物件費

税金

その他経常費用

貸倒引当金繰入額

貸出金償却

株式等売却損

株式等償却

金銭の信託運用損

その他の経常費用

経常利益

特別利益

固定資産処分益

その他の特別利益

特別損失

固定資産処分損

減損損失

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

法人税等合計

当期純利益

繰越金（当期首残高）

土地再評価差額金取崩額

当期未処分剰余金

20,956,705

13,830,490

6,706,515

419,699

452,114

－

252,556

68,092

－

30,182

101,282

5,514,141

27,685

27,685

－

736,845

377,938

358,906

4,804,982

39,429

298,195

337,624

4,467,357

239,346

△ 376,110

4,330,593

21,608,625

14,158,620

7,042,420

407,585

492,678

187,543

64,700

2,535

203

－

237,697

4,899,713

585,806

－

585,806

226,071

144,783

81,288

5,259,447

41,682

201,461

243,143

5,016,303

338,257

－

5,354,561
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１．　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2．　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額
法）、子会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち、時価のある
株式及び投資信託については決算期末1ヵ月の市場価格の平均に基づく時価法、それ以外
の時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（いずれも売却原価は主
として移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものに
ついては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額
については、全部純資産直入法により処理しております。
3．　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
4．　有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建
物附属設備を除く。）並びに平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては定額法）を採用しております。
　　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　建　物　１５年～５０年
　　　その他　 ５年～２０年
5．　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウ
ェアについては、金庫内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
6．　外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。
7．　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）
に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権に
ついては、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能
見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在
は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下
「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必
要と認める額を計上しております。

　　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率
等に基づき計上しております。

　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該
部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。

　　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の
評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として
債権額から直接減額しており、その金額は３３，４４２百万円であります。

8． 賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のう
ち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
9．　役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込
額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

10．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定に
あたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については期間定額
基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法は次のと
おりであります。
　　過去勤務費用 ：その発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）によ
　　　　　　　　　る定額法により費用処理
　 数理計算上の差異：各事業年度の発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10
　　　　　　　　　年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

　　当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年
金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することが
できないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
　　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫
の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。

　　①　制度全体の積立状況に関する事項（平成３０年３月３１日現在）
　　　　年金資産の額　　　　　　　　　　　　　１，６６９，７１０百万円
　　　　年金財政計算上の数理債務の額と
　　　　最低責任準備金の額との合計額　　　 １，８０６，４５７百万円
　　　　差引額　　　　　　　　　　　　　　　 △１３６，７４７百万円
　　②　制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合　０．９０６２％（平成３０年３月分）
　　③　補足説明

　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高１９７，８５４百万
円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間１９年の元利均等定率
償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金１７９
百万円を費用処理しております。
　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じ
ることで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。

11． 役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末
要支給額を計上しております。

12． ポイント損失引当金は、顧客に付与されたポイントの使用による費用発生に備えるため、
ポイントの期末残高に対し翌期以降に利用されると見込まれるポイントに対する所要額を計
上しております。

13． 睡眠口座払戻引当金は、負債計上を中止した預金について預金者からの払戻請求による
支払いに備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。

14． 偶発損失引当金は、信用保証協会への責任共有制度に伴う負担金の支払いに備えるた
め、将来の負担金支払見込額を計上しております。
15． 外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、日本公認
会計士協会 業種別監査委員会報告第25号「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関
する会計上及び監査上の取扱い」（平成14年7月29日）に規定する繰延ヘッジによっており
ます。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺
する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象で
ある外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを
確認することによりヘッジの有効性を評価しております。

16． 消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
17． 子会社の株式総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５０百万円
18． 子会社に対する金銭債務総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４０４百万円
19． 有形固定資産の減価償却累計額 ・・・・・・・・・・・・・・・２０，６１１百万円
20． 有形固定資産の圧縮記帳額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０百万円
21・貸出金のうち、破綻先債権額は１，６８５百万円、延滞債権額は９６，４７１百万円であります。
　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他
の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上し
なかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のう
ち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる
事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建
又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

22． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４，１８３百万円であります。
　　なお、貸出条件緩和債権とは債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の
減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行
った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。
23． 破綻先債権額、延滞債権額、貸出条件緩和債権額の合計額は１０２，３３９百万円でありま
す。なお、２１．から２３．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
24． 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。

これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却
又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は
５２，１４６百万円であります。
25． 担保に供している資産は次のとおりであります。
　　担保に供している資産
　　　有価証券・・・・・・・・・・・・・・・・１４，８０６百万円
　　　定期預け金・・・・・・・・・・・・３３，０００百万円
　　担保資産に対応する債務
　　　預金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２，０２４百万円
　　　借用金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２，７５０百万円
　　上記のほか、為替決済、支払保証委託契約等の取引の担保として、定期預け金５６，１１０百万
円を差し入れております。また、その他の資産には保証金１，２４５百万円が含まれています。
26． 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募(金融商品取引法第２条第３項)による社債
に対する当金庫の保証債務の額は２００百万円であります。
27． 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の
土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係
る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし
て純資産の部に計上しております。
　　再評価を行った年月日 ---- 平成１１年３月３１日
　　同法第３条第３項に定める再評価の方法 ---地価税法第１６条に規定する地価税の課税価
格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めた公表方法により算
定した価額等に合理的な調整を行って算定しております。
　　同法第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額
と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額----------△５，１９５百万円
28．出資１口当たりの純資産額 -------------------３０３円５４銭
29．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針
　　当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。この
ため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）をし
ております。
　　その一環として、デリバティブ取引も行っております。
（2）金融商品の内容及びそのリスク
　　当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。また、
有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進
目的で保有しております。
　　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに
晒されております。

　　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
　　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されておりますが、当金庫にお
いて変動金利の預金はごく一部であり、その影響はほとんどありません。

　　デリバティブ取引にはALMの一環で行っている金利スワップ取引及び先物為替予約取引
があります。
　　当金庫では、金利スワップを時価評価しない特例処理（オフバランス処理）を適用しており
ます。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
　①　信用リスクの管理
　　当金庫は、信用リスク管理規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金に
ついて、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題
債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。

　　これらの与信管理は、各営業店のほか審査部により行われ、また、定期的に経営陣に
よるALM委員会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。さらに、与信管理の状
況については、監査部がチェックしております。

　　有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスク
に関しては、資金運用部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理し
ております。

　②　市場リスクの管理
　　  ア）金利リスクの管理

当金庫は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
市場リスク管理規程において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、
ALM委員会において決定された方針に基づき、理事会において実施状況の把握・確
認、今後の対応等の協議を行っています。
日常的にはリスク統括部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握

し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、必要に応じてALM委
員会や理事会に付議･報告しております。なお、ALMにより、金利の変動リスクをヘッ
ジするための金利スワップ取引も行っております。

　　  イ）為替リスクの管理
為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。

　　  ウ）価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、ALM委員会の方針に基づき、理

事会の監督の下、市場リスク管理規程及び資金運用規程に従い行われております。
このうち、資金運用部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額
の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
資金運用部で保有している株式は、純投資目的及び事業推進目的で保有している

ものであり、時価の変動及び取引先の市場環境や財務状況などをモニタリングしてい
ます。
これらの情報は資金運用部を通じ、ALM委員会において定期的に報告されております。

　　  エ）デリバティブ取引
デリバティブ取引に関しては、取引の執行、ヘッジ有効性の評価、事務管理に関する
部門をそれぞれ分離し、内部牽制を確立するとともに、資金運用規程に基づき実施さ
れております。

　　  オ）市場リスクに係る定量的情報
当金庫では、「有価証券」のうち「その他有価証券」、「満期保有目的債券」及び｢売買

目的有価証券｣の市場リスク量をＶａＲにより日次で計測するとともに、預貸金等（貸出
金、預け金、預金積金他）の金利リスク量についてはＶａＲにより月次で計測し、取得し
たリスク量がリスク限度額の範囲内となるよう管理しております。
当金庫のＶａＲは分散共分散法（「その他有価証券」及び｢売買目的有価証券｣：保有
期間21日、信頼区間99％、観測期間1年、「満期保有目的債券」：保有期間250日、信
頼区間99％、観測期間1年、「預貸金等」：保有期間62日、信頼区間99％、観測期間1
年）により算出しています。
平成31年3月31日（当事業年度の決算日）現在で当金庫の市場リスク量（損失額
の推計値）は、全体で2,699百万円であり、市場リスク限度枠17,000百万円の範囲
内となっています。なお、金利リスク量算出に当たっては、当期末から実績データに基
づいて貸出及び定期預金の期限前償還率を反映させています。当金庫では、リスク量
計測モデルが算出するＶａＲと実際の損益を比較するバックテスティングを日次で時
価が取得できる円貨・外貨投資債券、株式などで実施しています。平成30年度（1年
間：243営業日）のバックテスティングの結果、使用する計測モデルに問題がないこと
を確認しています。ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定
の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が
激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。

　③　資金調達に係る流動性リスクの管理
　　当金庫は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環
境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。

貸借対照表 注記
（注）
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貸借対照表計上額 時価 差額
（単位：百万円）

（1）預け金（＊１）
（2）有価証券

その他有価証券
（3）貸出金（＊１）

貸倒引当金（＊２）

　 金 融 資 産 計 　
（1）預金積金（＊１）
（2）借用金（＊１）
　 金 融 負 債 計 　
デリバティブ取引（＊３）
ヘッジ会計が適用されていないもの
ヘッジ会計が適用されているもの
　 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 計 　

841,495

398,138
1,298,045
△12,744
1,285,301
2,524,934
2,491,245
12,750

2,503,995

112
6

119

845,182

398,138

1,287,639
2,530,960
2,493,086
12,764

2,505,850

112
6

119

3,687

－

2,338
6,025
1,840
14

1,855

－
－
－

（＊１）預け金、貸出金、預金積金、借用金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価
に代わる金額」が含まれております。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（＊３）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。　

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注１）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（1）預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額を時価としております。満期のある預け金については、残存期間に基づく区分ご
とに、無リスク利子率で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として記載しており
ます。

（2）有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格
によっております。投資信託は、公表されている基準価格によっております。

（3）貸出金
　貸出金は、以下の①～③の方法により算出し、その算出結果を時価に代わる金額と
して記載しております。
①　破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見
　積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒
　引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）の合計額から貸出金に対応する
　個別貸倒引当金を控除した価額
②　①以外のうち、証書貸付のうち変動金利によるもの、及び割引手形、手形貸付、当
　座貸越は貸出金計上額
③　①以外のうち、証書貸付のうち固定金利によるものは貸出金の種類及び期間に
　基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利
　率で割り引いた価額

金融負債
（1）預金積金
　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみ
なしております。また、定期預金の時価は、一定期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・
フローを割り引いて現在価値を算定しております。
　その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。

（2）借用金
　借用金のうち、固定金利によるものは、当該借用金の元利金の合計額を残存期間に
基づく区分ごとに、無リスク利子率で割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を
時価に代わる金額として記載しております。

デリバティブ取引
　為替予約は、先物為替相場によっております。金利スワップの特例処理によるもの
は、ヘッジ対象とされている貸付金と一体として処理されているため、割引現在価値で
算出した時価は、当該貸付金の時価に含めて記載しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額は次
のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

50
400
56
507

区分
子会社株式（＊１）
非上場株式（＊１）
組合出資金（＊２）
       　　合　　計

貸借対照表計上額
（単位：百万円）

（＊１）子会社株式・非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて
困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

（＊２）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認
められるもので構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（＊1）預け金のうち、期間の定めがないものは含めておりません。
（＊2）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が

見込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。

（注４）有利子負債の決算日後の返済予定額

預け金（＊1）
有価証券
その他有価証券のうち満期があるもの

貸出金（＊2）
　　　　　合　　計

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
30,000

68,157
448,646
546,803

386,880

25,080
307,414
719,374

64,500

153,271
246,427
464,198

31,000

94,976
259,750
385,726

（単位：百万円）

（＊1）預金積金のうち、期間の定めがないものは含めておりません。

借用金
預金積金（＊1）
　　　合　　計

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
400

111,747
112,147

12,250
1,475,563
1,487,813

100
37
137

－
2,945
2,945

（単位：百万円）

３1．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらに
は、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」のほか、「買入金銭債
権」が含まれております。

３3．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し
出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資
金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、４６，７６３
百万円であります。

３4．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
　繰延税金資産
　　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　１０，１５９百万円
　　退職給付引当金　　　　　　　　　　　　３５８
　　税務上の繰越欠損金　　　　　　　　　　２８８
　　その他　　　　　　　　　　　　　　　２，５３７
　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　１３，３４４
　　評価性引当額　　　　　　　　　　  △４，９３７
　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　 ８，４０７
　繰延税金負債
　　土地評価益　　　　　　　　　　　　　　１２１
　　有価証券評価差額金　　　　　　　　　１，５４９
　　固定資産圧縮積立額　　　　　　　　　　２８４
　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　１，９５５
　繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　６，４５１百万円

３5．追加情報
その他の出資金には、協同組織金融機関の優先出資に関する法律（平成５年５月12日公

布法律第44号）第15条第１項第１号の規定に基づく優先出資の消却に対応して過年度に
優先出資金から振り替えた８，３８７百万円を計上しております。

３2．当事業年度中に売却したその他有価証券

株式
債券
国債
地方債
社債
その他
    合　　計

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）
688

31,334
10,320
5,762
15,251
3,911
35,934

75
1,863
363
482

1,017
11

1,950

68
             －

－
－
－
－
68

１．　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
 ２．　子会社との取引による収益総額・・・・・・・・・・・・・１３，９２４千円
　　子会社との取引による費用総額・・・・・・・・・・２６６，６６８千円
 ３．　出資１口当たり当期純利益金額・・・・・・・・・・・・・・・・・１５円２３銭
 ４．　当期において営業用店舗１３ヵ店において減損損失を計上しております。
　　営業用店舗については、営業店毎に継続的な収支の把握を行っていることから、基本的に
各営業店をグルーピングの最小単位としております。本部、厚生施設等については独立した
キャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。
　　営業用店舗１３ヵ店について、キャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落等により、
帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額）まで減額し、当該減少額３５８，９０６千円を「減損
損失」として特別損失に計上しております。

（注）

その他有価証券

株式
債券
国債
地方債
社債

その他
小計

株式
債券
国債
地方債
社債

その他
小計

種類

合　　計

貸借対照表計上額（百万円） 取得原価（百万円） 差額（百万円）

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えるもの

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えないもの

920
292,871
32,845
17,122
242,903
55,742
349,533

624
8,498

－
1,957
6,540
49,818
58,941
408,474

595
286,718
30,786
16,643
239,288
54,990
342,304

703
8,580

－
1,981
6,598
51,328
60,612
402,916

324
6,152
2,058
479

3,614
751

7,229
△79
△82
－

△24
△57

△1,509
△1,671
5,558

損益計算書 注記

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採
用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　なお、金融商品のうち貸出金、預け金については、簡便な計算により算出した時価に代わ
る金額を開示しております。

30． 金融商品の時価等に関する事項
　　平成31年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりで
あります（時価等の算定方法については（注１）参照）。なお、時価を把握することが極めて困
難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。
　　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。
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剰余金処分計算書（単位：円）

科　目 平成29年度 平成30年度
当期未処分剰余金
剰余金処分額
利益準備金
普通出資に対する配当金
優先出資に対する配当金（平成16年3月発行分）
優先出資に対する配当金（平成18年3月発行分）
特別積立金
繰越金（当期末残高）

4,330,593,690
3,867,123,369
500,000,000
286,348,369
22,500,000
58,275,000

3,000,000,000
463,470,321

5,354,561,859
5,115,215,347
600,000,000
434,440,347
22,500,000
58,275,000

4,000,000,000
239,346,512

役職員の報酬体系について

財務諸表の適正性について

　平成30年度における貸借対照表、損益計算書および剰余金処分計算書（以下、「財務諸表」という。）の適正性、

および財務諸表作成にかかる内部監査の有効性を確認しております。

令和元年5月31日
大阪シティ信用金庫

理事長　髙 橋 知 史

1. 対象役員
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、理事および監事をい
います。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」およ
び「賞与」、在任期間中の職務執行および特別功労の対価として退任時に支払う
「退職慰労金」で構成されております。

（1）報酬体系の概要
【基本報酬および賞与】
　非常勤を含む全役員の基本報酬および賞与につきましては、総代会におい
て、理事全員および監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定してお
ります。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理
事の賞与額については前年度の業績等をそれぞれ勘案し、当金庫の理事会に
おいて決定しております。また、各監事の基本報酬額および賞与額につきまし
ては、監事の協議により決定しております。

【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総
代会で承認を得た後、支払っております。
　なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主とし
て次の事項を規程で定めております。
　ａ．決定方法　　ｂ．決定時期と支払時期

（2）平成30年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（注）1. 対象役員に該当する理事は１４名、監事は３名です。
2. 上記の内訳は、「基本報酬」２46百万円、「賞与」４５百万円、「退職慰労
引当金」４4百万円となっております。

　平成２9年度および30年度の貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書は、信用金庫法第３８条の２第３項の規定に

基づき、ひびき監査法人の監査を受けております。

　なお、「賞与」は当年度中に支払った賞与のうち当年度に帰属する部
分の金額（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入れた
役員賞与引当金の合計額です。
「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入
れた引当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員退職慰労引当金の合
計額です。

3. 使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。

（3）その他
　「信用金庫法施行規則第１３２条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関
する事項であって、信用金庫等の業務の運営または財産の状況に重要な影響
を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成２４年３月
２９日付金融庁告示第２２号）第2条第１項第３号および第6号ならびに第３条
第１項第３号および第6号に該当する事項はありませんでした。

2. 対象職員等
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の職員、当
金庫の主要な連結子法人等の役職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額
以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務および財産の状況に重要な影響を
与える者をいいます。
　なお、平成30年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

（注）1. 対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
2. 「主要な連結子法人等」とは、当金庫の連結子法人等のうち、当金庫の連結
総資産に対して２％以上の資産を有する会社等をいいます。

　　 なお、平成30年度においては、該当する会社はありませんでした。
3. 「同等額」は、平成30年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としてお
ります。

4. 平成30年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を
受ける者はいませんでした。

以上

区分 支払総額

（単位：百万円）

対象役員に対する報酬等 ３35
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